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システム間競争における企業統合と互換性

日下部 義 博

1 はじめに

ネットワーク産業を分析対象とした産業組織分析の分野では，消費者の便益が互換製品及びサービ

スの利用者数に依存している設定でネットワーク外部性を直接的に導入して分析を行う場合と，独占

的競争モデルを応用して耐久財の価値及び消費者の便益が利用できる補完財の数に依存した設定で分

析を行う場合とがある。特に後者のアプローチでは，ハードウェアとソフトウェアを組合せて消費す

る形態（コンビュータ本体とソフトウェア， AV機器と音楽・映像ソフトなど）を分析する際に用いら

れており，購入者数ではなく互換性があり利用可能なソフトウェア数を補完的なネットワーク形成と

して捉え，ハードウェア製品の価値がバラエティに依存する形式でそのネットワーク効果を導入して

いる。また，最終財・サービスを構成する各コンポーネントの所有形態と厚生の関係を情報通信網を

例にして，ネットワーク化を規制の観点から分析しているものもある。

本稿では，ハードウェア製品とソフトウェア製品をそれぞれ耐久財とその補完財として捉え，この

2つの製品を組合わせて消費される最終財をひとつのシステムと考える。このとき，システムの価値

は利用できるソフトウェア数に依存しており，利用できるソフトウェア数（バラエティ）が増加する

ほど効用が高くなるとする。情報技術産業内でハードウェア企業 (HARD企業）がソフトウェア企業

(SOFT企業）を統合し，ライバルのHARD企業に対して自社ソフトウェアを非互換とすることで，

事実上ライバルHARD利用者へのソフトウェア供給を断つような状況を想定し，そのライバル企業も

対抗戦略として同様の戦略が行える場合を考察する。このとき，このような決定を行なう HARD企業

には，ライバルシステムへのソフトウェア供給を断つことによるソフトウェア収入の減少と自社ハー

ドウェアのみで利用可能となるソフトウェアによる需要上昇及び潜在的価格引き上げからのハード

ウェア収入増とのトレードオフが考えられる。

2 モデル

分析対象とする市場川こは 4企業： HARD企業（企業A，企業B),SOFT企業（企業し企業2)

が存在するとする。ハードウェア企業の製品には水平的差別化がなされており，線分上の両端に企業

Aと企業Bとが位置しているとする。ここで，差別化の程度はその線分の長さ hで表わされる。両

SOFT企業は， N(>l）種類のソフトウェア製品を開発・保有しているものとし，そのコストはサンク

コストとする。また， HARD企業とSOFT企業の限界費用は簡単化のためゼロと仮定する。
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ソフトウェア製品は，どちらのハードウェア製品でも利用可能な互換性を有する形で初期に設計さ

れているものとする。ここで， HARD企業はSOFT企業を 1社統合することによって，ライバル・ハー

ドウェア製品に対して自社ソフトウェアの互換性についての設計変更（互換・非互換の決定）を行な

うことができるとする。

図1 SYSTEMの初期構造

HARD企業は非統合（戦略U），統合＆互換（戦略 I)，統合＆非互換（Foreclosure) （戦略F）の

3タイプの戦略をもっているとする。これらの戦略の組合せによって形式的には 9通りの市場構造が

考えられるが，戦略によって変わるソフトウェアのバラエティ数と戦略の対称性を考慮すれば， 4通

りの市場構造に分析を限定できることになる。図2は，戦略の組合せによって実現する市場構造を表

したものである。

• CASE 1 (UU：両企業が非統合とする場合）

• CASE 2 (FF：両企業がSOFT企業を統合し，共に非互換戦略を採る場合）

・CASE3 (FI：両社とも統合するが， A社のみが非互換戦略を採る場合）

• CASE 4 (FU : A社のみ統合＆非互換戦略でB社は非統合戦略の場合）

4期間のゲームを考え，ゲームのタイミングについては以下の通りとする。

1期目にA社が戦略の決定を行ない， 2期目にB社が戦略の決定を行なう。 3期目にHARD企業A,

CASEl:UU CASE2:FF CASE3:FI CASE4:FU 

図2 4つの市場構造

1 ) Church & Gandal [ 1 Jに従って，システム間競争で企業統合によってライバル企業との互換性を戦略的に断絶す
るような場合についての考察を中心に行う。本稿でもソフトウェアの企業数は 2社とするが，供給されるソフトウェア
にはN種のバラエティがある場合とし，消費者の効用に関する設定はChurch& Gandal [ 2 ］をもとにする。
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Bが価格を設定し，消費者はハードウェアをー単位購入する。 4期日にSOFT企業 1,2が価格を設定

し消費者は 3期目で購入したハードウェアで利用できるN種類のソフトウェアをー単位ず、つ購入する

とする。

3 ソフトウェアの価格設定と消費者のソフトウェア購入

スタンド・アローンでのハードウェアの基本的な利用価値を 3とする。 gを消費者の所得， zを合

成財， Piをハードウェアの価格， ρuをハードウェア iで利用できるソフトウェアのバラエティ jの単

位価格とするoM をハードウェア iで消費したソフトウェアのバラエティ数， α（0くαく1）を消費者に

とってのバラエティに対する価値とする。消費者のハードウェアに対する晴好を tとし，線分上で一

様に分布していると仮定する。また，人口を 1に基準化し， ktiで購入するハードウェアの差別化程度

(k）と晴好 （tJの位置関係による不効用分を表わす。（企業A製品： tA=t，企業B製品： tB=(l-t））。

ハードウェア iでNiバラエティを消費することによる便益を Nfとして，システムの価値は利用でき

るソフトウェア数に依存しており，バラエティからの追加的便益は減少する場合を考える。

期間4でのんに位置する消費者の効用最大化問題は，次のようになる。

N 

s.t. 豆ρji十x=y-pi

(1) 

(2) 

max Ui=Nt+f]+x-kti 

消費者は消費するバラエティ数（消費量）を決定するが，ソフトウェアバラエティに関する限界便

益は α-Na-1であり，消費者は購入したHARD製品に対応したソフトウェアバラエティNを各1単位ず

つ購入する。ここで，消費されるバラエティ数をNとして，そのときの価格を ρN＝α，Na-1とする。こ

こでの ρNはN種の供給で得られる利潤が最も高いソフトウェア価格であり， α-Na-1を超えた価格を

設定すれば消費者はそのバラエティを購入しないことになる。消費者は最も低く価格設定されたバラ

エティ Nの各一単位ずつを購入するので消費されるバラエティNでは， N種でのソフトウェアの限界

NA 
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αNαー1
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図3 ソフトウェア価格の決定
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便益と ρNが等しくなる。図3で，両SOFT企業の反応曲線と価格領域でのバラエティ数を表してい

る。

ハードウェア i用にN種のソフトウェアが供給されるとき，対称的ナッシュ均衡価格は

ρi＝αNf-1 (3) 

となる。したがって，ソフトウェアの均衡価格はバラエティ（ソフトウェア供給元）が増加すれば，

低下することになる。この価格αNf-1と消費量凡の積がソフトウェアへの購入費用となる。これを予

算制約に代入すると， αNf+x=y-piとなる。

4 ハードウェアの価格設定と消費者のハードウェア購入

消費者の効用最大化問題から間接効用関数を求めると，以下のようになる。

Vi=(l－α）NH/3十y-pi-kti (4) 

期間3において，消費者は九＞凡ならば企業Aのハードウェアを選択購入し，九く Vsならば企業

Bからハードウェアを選択購入する。

限界的消費者は，九＝九を tについて解けば

t-(1－α）（N1-N~)-(pA -Ps) + k 
2k 

(5) 

となる。ここで，噌好tの仮定からこの限界的消費者によって市場シェアが決まることになる。式（5)

より，市場シェアは，ハードウェアの価格差，差別化の程度，ソフトウェアバラエティ数の違いに依

存して決まる。なお，各ケースでのバラエティ数は NA=Ns=2N(CASE1 ), NA=Ns=N(CASE 2 ), 

NA=2N & Ns=N (CASE 3 /CASE 4）である。

• CASE 1 /CASE 2の場合の市場占有率の式

τ _ps-PA+k 
ル 2k 

• CASE 3 /CASE 4の場合の市場占有率の式

i= (1－α）（2a-l)Naー （pA-ps)+k
2k 

(6) 

(7) 

ケース別の市場占有率式を比較すれば， i-tは（1－α）（2a l)Na >Oより正となる。したがって，

ソフトウェアバラエティが相対的に多くなるFORECLOSURE戦略（F戦略）は，システムAの市場占

有率を上昇させることになり， A社に競争優位を与える戦略といえる。

以下では，各ケースでのHARD企業の利潤関数から反応関数を求め，各市場構造が実現した場合で

の均衡値を求めるが，両HARD企業（システム）のソフトウェア供給元数が同ーの場合であるCASE

lとCASE2とは別に， HARD企業AがHARD企業Bへのソフトウェア供給を一方的に断っている

CASE3とCASE4では，外生的に与えられた差別化の程度によって均衡が2つに分類される。得られ

たシェア tを用いてHARD企業Aが独占状態となるような差別化の程度を導出し，その差別化の程度

によって，両システムが正のシェアをもっ場合(Interior均衡）とHARD企業AのシステムAが独占状

態となる場合（Standardization均衡）を考察する。
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図4 市場構造と利潤

各ケースでの市場構造とその利潤構成を図4で表している。

CASElでは，どちらのHARD製品でも両SOFT企業が供給するソフトウェアを利用できるオープ

ンなシステム間競争となっているo このとき， SOFT企業は各HARD製品に対して共に供給するため

複占競争の状態であり，統合されていない各SOFT企業がそれぞれに利潤を得る。

一方， CASE2では両HARD企業共に統合・非互換の戦略を採っているため，クローズドシステム

間競争となっている。このとき， SOFT企業は統合されたHARD企業に対して独占供給の状態であり，

利潤は各統合企業での利潤となる。

CASE3とCASE4はこれらの中間的な状態となっている。 CASE3では， HARD企業Bも対抗して

統合を行うがSOFT企業2の互換性に関してはHARD製品Aに対して互換戦略を採った場合である。

利潤についてはCASE2と同様に各統合企業での利潤となる。ただし，ここでHARD製品Aのシステ

ムでは統合されたSOFT企業1とSOFT企業2もHARD製品A向けに供給するためSOFT製品につい

て複占競争での利潤となるが， HARD製品B向けにはSOFT製品 1が非互換なのでHARD企業Bに統

合されたSOFT企業2の独占供給での利潤となる。製品システムAをHARD企業Aから見れば，統合・

非互換戦略によって製品システムBへの供給から得られるSOFT製品 1の収入は無くなるが， SOFT

企業 1の製品を利用するにはHARD製品Aを購入しなければならない状態でもあり，製品システムB

に比べて相対的に製品システムAのSOFT製品バラエティは多くなる。CASE4では， HARD企業Bは

統合しない場合であり，製品システムに関するSOFT企業の競争状態はCASE3と同一であるが，この
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ときHARD企業BとSOFT企業2は統合していないため個別の利潤となる0・CASEl：戦略の組uu 両社非統合＆互換（両社OPENSYSTEM) 

CASEl利潤関数

_uu一一’ ＿（(pB-pA)+ k ¥_ 
/LA 一 ιJ)A-¥ 2k JJJA 

((pA-pB)+ k ¥ 
πBU=(l-t)pBニ（）

¥ 2k J 

CASEl反応関数

pfU＝丸（防）＝す（pj+k) i，凡， B，何

CASEl均衡値

ラ，xu=*pffU =k, fUU ＝会対日Jr//U=+k

π.pu＝ρA訂v＋ρs(l-t)N 

＝α（2N)a-1 tN＋α（2N)a-1(1-t)N 

＝α（2N)≪-1N 

•cASE2 ：戦略の組FF 両社統合＆非互換（両社CLOSEDSYSTEM) 

CASE2利潤関数

一（(pB-PA)+ k ¥ πAFF= t (pA＋α:Af≪)-( )(PA＋α:Na) 
¥ 2k J 

_( (pB-pA）十k¥ πBFF =(1-t )(pB十αAf≪)-(1- )(pB十α:Af≪)
¥ 2k J 

CASE2反応関数

pfF=Rlpj）＝す（pj-aN≪+k) i, j=A, B，件j

CASE2均衡値

本pf日 p%F=k一肌 /FF＝す，ザ＝ザ＝ヤ

•cASE3 ：戦略の組FI 両社統合＆企業A非互換

CASE3利潤関数

πA打＝ t(pA＋α（2N)≪-1N) 

πよ1=(1-i)(pB＋α:Af≪）＋必（2N)≪-1N

CASE3反応関数

pJ/ = RA(pB) ＝士［（加2pB+N≪(zl+aー問＋ね一川

PB打 ＝RB(pA）＝十［(2k + 2pA + N≪(z≪3a 

(8) 
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*pI1 =f(6k+ Na(z1+a_2-2a3a)) 

*p%I＝す（6k+Nα（ 問

• Interior均衡 （k>k刀）

この均衡価格を市場シェア tに代入すれば，均衡における企業Aのシェアは

Na(za -1) + 3k 
6k 

t FI 

となる。ここで，外生的に与えられた差別化の程度によって均衡を分類する。

f日＝lの場合は，企業Aの独占状態を意味する。これをkについて解き，均衡での市場シェアに対す

る差別化の程度の影響を見ると，

合
U
，

n，
白

’’a
・‘、

kFI＝÷（2α－l)Na 

q泣くo，切～
となる。したがって，差別化の程度が小さいほど均衡におけるシェアは大きくなることから，差別化

の程度がk三三kFIのとき，その均衡において企業Aが独占となることが分かる。このとき，統合・非互

換戦略によって 1つのハードウェアシステムに標準化されることになる（図 5）。また， de1/dα＝

Na[za log2 + (2a -1) logN] / 6k > 0となることから，消費者のバラエティに対する価値 αが高い場合に

は，標準化となる差別化の程度 kFIの値が大きくなる。これは消費者のバラエティの価値が高い場合に

は，戦略Fを採ったHARD企業Aのバラエティが相対的に多くなることで，ハードウェアで比較的差

別化がなされている場合でも標準化均衡となることを意味している。

差別化の程度がk>kFIとなっている場合の均衡利潤は，以下のとおりである。

t 

回目ーーー－ ：..『目ー－ー－ーーーーー・ーーーーーーー－－－－－－－－

kFI 

1 

1 
2 

k 

差別化の程度とSYSTEM標準化図5

。
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図6 CASE3での標準化均衡の市場構造

(3k+Na(za-1))2 ＊打 9k2+N2a(4a-z1+a + 1) +3kNa[za3α－2(2a-1)] 
，厄＝ －ー

次に，差別化の程度が小さい場合の均衡について考える。このとき，企業Aの最適反応は企業Bの

最適反応を見込んだ上で fFI=lになるまで価格を上げることになる。企業Bの反応関数を ［FI(=1) 

に代入して， PAについて解くことで企業Aの最適反応価格が求まる。このときの均衡は，次のように

なる。

• Standardization均衡 （kζ kFI)

本木p,{i=[(1－α）（2a-1）＋α（za-1-l)]Na-k, ＊水pf!＝α（za-1-l)Na, t=l 

＊＊πI1 =(2a -l)Na -k, ＊牢7rf1＝αza-iNa (22) 

•cASE4 ：戦略の組FU A社統合・非互換＆B社非統合

CASE4利潤関数

CASE4反応関数

Jr{U = i(PA ＋α（2N)a-1N) 

πBFU =(l -t)ps 

pJU =RA(Ps）＝十［（2k+2ps＋即日ー問＋2（α一川

p[U =Rs(pA）＝七PA+k+(l－α）（1-2a)Na)

CASE3での議論と同様に，与えられた差別化の程度の大きさで均衡を分類する0

・Interior均衡 （k>eu)

*pIU＝÷［3k+ Na(za十日l+aα－川

*p[Uす［6k+Na(zaα－2α－z1+a＋羽

均衡における企業Aの市場シェア

iFU _ 6k+ Na(za+lーzaα＋2（α－1)
砂 12k

均衡において企業Aが独占（標準化）となる差別化の程度を求めると

(23) 

(24) 

(25) 

(26) 

。7)
(28) 
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eu =i-Na(2(2a -1）－αcza-2)) 。。
となる。差別化の程度が大きい （k> kFU）場合は両企業が正のシェアをもっ解となり，このときの均

衡利潤は以下のようになる。

本ーFUー （6k+Na(2a(2－α）－2(1－α））2 
一一
A 72k 

串＿FUー （6k+Nα（2(2a-1）－αcza-2))2
1'B 一 72k

＊πI:F＝ρA[FUN＋ρs(l-{FU)N 

＝α（2N)a-l i FUN＋α（N)a-1(1-[FU)N 

α'Afa[6k(2α＋2)-(2a-2)Na(za（α－2)+2(1－α））］ 
24k 

ここで，差別化の程度が小さく，均衡において企業Aの独占となる場合の均衡利潤を求める0

・Standardization均衡 (k三吋FU)

(30) 

(3U 

(32) 

U
 

F
A
 

π
 

図7 CASE4での標準化均衡の市場構造

**pJU=(l－α）（2a -l)Na -k, ＊本p%u=O, t=l 

＊＊πJUニ （2a一勺－α）＋α－l)Na-k, 本＊πJU=O, ＊本πダ＝α（2N)a-iN 。3)

5 FORECLOSURE戦略による標準化と社会厚生

市場構造別のシェアについて考えると， CASElとCASE2は市場を分け合った同一のシェアとな

る。戦略FをHARD企業Aのみが採っているCASE3とCASE4の場合， HARD企業Aは市場の半分

以上を必ず占有するが，差別化の程度が大きくなると占有率の追加分は小さくなる。

CASE 1 （オープンシステム）とCASE2 （クローズドシステム）での均衡価格について比較すると，

HARD製品に関しては利用できるSOFT数が多いオープンシステムの方が高くなり，このときSOFT

価格はクローズドシステムよりも低い。また， HARD企業の利潤はどちらのケースでも同ーとなる。

ゲーム全体で決まる均衡市場構造を考える場合，期間 1と期間2での各HARD企業の戦略決定は差

別化の程度のパラメータ領域に依存して決まるため，ここでは差別化の程度が小さく hくkFUのとき

に，企業Aが戦略Fを採ってシステムAに標準化される場合があるケースについてを考える。

まず，差別化の程度がkFIくkくkFUのときについて考える。ここで， HARD企業Aの戦略Fに対し
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てHARD企業Bは戦略Iが最適反応となることをみる。HARD企業Aの戦略Fに対して統合を行わず

システムBがオープンな場合の e1=kでHARD企業BとSOFT企業 2の合計利潤（システム利潤

rr~u, t=l）は， HARDからの利潤はゼロでSOFTの利潤本＊rrt'.P＝α（2N）αーINだけである。戦略Iを

採った場合の利潤（Ilf'tく1）は，利潤式（18）より Ilf=(1-[FI(k))(*p%1(k）十αNa)+[FI(k）α（2N)a-iN 

となる。ここで， d本p%1(k)/dk>0,dt打（k)/dkくOであることから， dITf(k)/dk >Oであるok=e1の

ときに Ilf註 rr~u となることから，差別化の程度が kFI く kく kFU のとき Ilf> rr~u となる。また， h

=kFIで標準化(tFI=l）された場合の利潤は IT~1= IT~u ＝αza-INaである。したがって， k打くhくkFU

ではHARD企業Aが戦略Fを採ったときHARD企業Bは戦略Uではなく戦略Iを採る。

これに対して，差別化の程度が kFIくhくkFUのとき， HARD企業Bが戦略 Iを採る場合にHARD企

業Aは戦略Fを採らないことをみる。 HARD企業Bが戦略 Iを採るときにHARD企業Aが戦略Fを

採った場合のシステム利潤とお互いが統合しない場合でのシステム利潤との差を考える。z>ITf-IT.~u 
=([3k+ Na(za-1)]2/18k)-[(k/2）－α（2N)a-1N］であり，これを整理すると［（za-l)N2a /18k]-[(2 

+za3α－zi+a)Na /6］となるので， hが上昇するとこの利潤差は減少することになる。ここで， k=e1

のとき Ilf-rr~u く O であることから， kFI く kく kFU のときは IT~1 く rrxu である。また， k=kFI のと

き， Ilf> rr~u となる。したがって， kFI く kく kFU のときにHARD企業Bが戦略 I を採ってもHARD

企業Aは戦略Fを採らないことになる。

HARD企業BがHARD企業Aの戦略 F に対して戦略F を採った場合の利潤は， IT~F=k/2である

が，これはお互いがオープンな場合の利潤 rrxu=k/2＋（αza-INa）よりも小さく， rrxu> IT~F である。

これはHARD企業Bについてもいえる。したがって，差別化の程度がh日くkくkFUのときには両

HARD企業共に戦略Uを採り，均衡市場構造はオープンな市場構造となるo

次に，差別化の程度がkくkFIのときのHARD企業Aの最適戦略について考える。HARD企業Bが戦

略Uを採った場合にHARD企業Aの利潤が IT~u-ITXu >Oとなる差別化程度 （kS）を求めると， k>k8

=2Na(l－α）（za-1)/3となる。このとき， HARD企業Aは戦略Fを採ってシステムAの独占（標準化）

となる。これに対して， HARD企業Bの戦略についてを考えると， IT~u=ITKu＝α（2N)a-1N である。

ここで IT~F =k/2 と比較するために rr~u> IT~F となる差別化の程度 kss を求めると， kくが＇S=

2［α（2N)a-1N］であるo kss>kFI なので， rr~u> IT~F となる o ここでは差別化の程度が kFI>k のケー

スであるので， HARD企業Aが戦略Fを採ったときにHARD企業Bは戦略Uを採ることになる。

以上の条件から，差別化の程度がhくkFUである場合，

・kくmin{k5,k打｝ならば， HARD企業Aが戦略F,HADR企業Bは戦略Uを採り，システムAの

標準化均衡となる。

• k>min{k5, e1｝ならば，両HARD企業が戦略Uを採るオープンな市場構造が均衡となるo

2）ここで， CASElでの利潤を比較対象とするのは，互換性のあるバラエティ数の変化が無いことと対称的企業である
ことから， ruとfH1はruuに含まれるからである。また，戦略の対称性からHARD企業Aが戦略Fを採らない場合

には後手のHARD企業Bも採る誘因をもたないことになる。
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以下では，統合が行なわれず締め出しも無いオープンなシステム環境の場合と企業Aによって

SOFT企業1が統合され，自社製品の一部となったソフトウェアをライバルHARD企業では利用でき

ない非互換製品へ設計変更した場合との社会厚生を比較する。

戦略Uが採られた場合の消費者余剰は，間接効用関数式と NA=NB=2Nより以下のとおりである。

αu= 11:[(l-a)(2N）≪十β＋PA-kt)]dt 

十f+1[(1-a)(2N）≪＋内B-k(lーの］dt

k I VA十ρR ¥ =(1－α）（2N）≪＋β＋y一一一（どムムど互）
4 ¥ 2 / 

=(l-a)(2N）α＋β＋y-fk 
生産者余剰は，すべての企業の利潤の合計で以下のようになる。

PSu=IF＝本π-xu十本πfU+2（本πfU）＝α（2N)≪+k

戦略Uが両HARD企業によって採られた場合の社会的余剰

(34) 

(35) 

。。

5 SSu=csu+psu=(2N)≪+(3+y--k (37) 
4 

戦略Fが採られた場合の消費者余剰は，間接効用関数式と NA=N,NB=2Nより，以下のとおりで

ある。

CSF = 1t[(l-a)(2N）≪＋β＋ y-pA-kt]dt 

+ 11[(1－州）≪＋β＋y-pB-k(l-t)]dt

=[(1－α）（2N)≪ + /3+ y-pA]t 

(38) 

(t2+(l -t)2)k 
+[(1－α）（N）≪＋β十y-pB](l-t)- 2 (39) 

生産者余剰はすべての企業の合計利潤であるが，戦略Fが採られた場合には以下のような利潤の合

計となる。

PSF=[pAt＋α（2N）α－lNt] + [(1-t)pB] + ［α（2N）α－1Nt＋α（N)≪-1N(l -t）］ 側

戦略Fを企業Aが採った場合の社会的余剰

SSF = CSF + PSF =k( t-t2-l_ )+ /3+ y+ N≪(l十t(2≪-1)) (4D 
¥ 2 J 

ここで，企業Aの標準化の場合 (t=l）を考えると， ssu＞おF(＝（川＋/3十y-f）であるo し

たがって，オープンなシステム問競争となっているCASElの場合より，企業Aが戦略Fを採って企業

Bへのソフトウェア互換性を断絶し，さらに企業Bを締め出す標準化価格設定を行なった場合の方が

社会厚生は小さいことになる。
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6 おわりに

本稿では，ハ一ドウエア製品とソブトウエア製品との組合せによるシステム問の企業競争について，

ノ＼一ドウエア企業の戦略を中心に考察し，均衡の候補となる 4つの市場構造について分析を行なつたo

企業統合をf子し〉手ド互換戦略を採つてライパノl〆，，

が均衡となる差別イ七ノfラメ一夕の条件を示し，均衡市場構造の候補の中でも対極的関係にあるオープ

ンシステムの場合とHARD企業Aの企業統合を通じた非互換・標準化の場合との社会的余剰の比較で

は，オープンシステムの方が社会厚生が高くなることが確認された。

課題としては，均衡市場構造をパラメータ条件の領域で全ケース示すことが挙げられる。また，差

別化の程度をハードウェアの技術設計として，ゲームでの最初の手番に差別化の程度kをHARD企業

が決定する場合が考えられる。このとき，ハードウェアの設計段階でシステムの標準化・差別化の程

度が内生的に決定されることになるが，簡単化されているソフトウェア企業の供給環境についても，

差別化の程度の大きさとソフトウェアの互換性との関係を考慮して互換性費用などを導入することに

よってより拡張した議論ができるだろう。このような点についてモデル設定の変更を行い，拡張した

分析へ繋げることを今後の課題としたい。
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